




国内セメント需要、当社のセメント販売状況についてです。

２０２４年度上期の国内セメント需要は、
建設・物流業界の人手不足や時間外労働規制の影響により、
前年同期を６.０％下回る１,６３４万ｔとなりました。
２０２４年度通期では３,３００万ｔと想定しています。

２０２４年度上期の当社の国内販売数量は３５６万６千ｔで
前年同期を９.０％下回りました。
２０２４年度通期では７２６万６千ｔと想定しています。



２０２４年度中間期において
売上高は、セメント事業や新材料事業での売上減少等により、
１,０８６億円と前年同期と比べ１２億円の減収となりました。

営業利益は、セメント事業において
値上げ効果や石炭価格の低下があったものの、
販売数量の減少、為替の影響、その他コスト増加等があったことから、
前年同期からの改善は４億４千万円にとどまり、２２億８千万円と
なりました。

また、営業外損益では為替差損益の悪化、
特別損益では前期の政策保有株式売却益の反動もあり
中間純利益は前年同期と比べ４９億４千万円悪化の
９億４千万円となりました。



２０２４年度中間期のセメント営業利益は
販売価格で４２億円、石炭・石油価格で３６億円の好転があったものの、
販売・生産数量減少で１４億円の悪化、為替の円安影響で１０億円の悪化、
その他において年初でも想定していた製造固定費や運搬費の悪化に加え、
販売・生産数量減少によって前期石炭在庫影響が想定より⾧引いたこと等
もありコスト増加影響が大きくなったことから、
前年同期と比べ１３億円改善したものの、１７億円の赤字となりました。



セメント以外の事業では、

鉱産品は、
海外向け石灰石の販売数量の増加等により増収となりましたが、
採掘コストの増加等により前年並みの営業利益となりました。

建材は、
地盤改良工事が増加したことに加え、
コンクリート構造物補修・補強材の販売が増加したことなどから、
増収増益となりました。

光電子は、
ＬＮ変調器での生産コストの増加などにより営業損失。

新材料は、
半導体製造装置部品であるＥＳＣ（静電チャック）の販売が減少
したことなどから減収減益となりました。



２０２４年度通期業績予想について、
売上高はセメント事業や新材料事業で減少するものの、
鉱産品事業や建材事業での増加により対前年１３億円増収の
２,２３８億円を見込んでおります。

営業利益は、セメント事業で値上げ効果や石炭価格の低下などがある
ものの、コスト増加の影響などにより対前年１１億５千万円の改善に
とどまり、８４億円と見込んでおります。

経常利益は営業利益で改善の一方、営業外損益では為替差損益の悪化
でほぼ前年並み。

特別損益においては、当期も政策保有株式売却を進めるものの、
売却益は前年と比べ減少することから、
当期純利益は対前年７５億４千万円悪化の７８億円を見込んでおります。



２０２４年度のセメント営業利益については中間期同様の傾向で、
販売価格で４３億円、石炭・石油価格で４７億円の好転を見込むものの、
販売・生産数量減少による１８億円の悪化、
その他において年初でも想定していた製造固定費や運搬費の悪化に加え
販売・生産数量の減少による前期石炭在庫影響が⾧引いたことの影響等があり、
前年１４億円の赤字から２１億円改善するものの７億円の黒字にとどまる
見込みとしております。



２０２４年度の通期業績予想について、
５月公表の年初予想に対して、売上高・営業利益・経常利益
及び当期純利益を修正しております。

売上高は、
セメント事業での国内販売数量減少を見込んだことなどから
５８億円減の２,２３８億円としております。

営業利益についても、
セメント事業での販売数量減少の影響などから
２７億円悪化の８４億円としております。

当期純利益は、
営業利益の影響が大きく
２５億円悪化の７８億円としております。
なお、政策保有株式の売却影響は年初予想並みで織り込んでおります。



２０２４年度のセメント営業利益について
年初の３５億円の予想から２８億円悪化し、今回の予想は７億円に
とどまる見込みです。
これは販売・生産数量減少の影響が大きく、対年初で２１億円の悪化を
見込んでおります。
加えて、その他において対年初で１３億円悪化していますが、
販売・生産数量減少に伴い前期石炭在庫影響が⾧引いた影響等により
コストも悪化する見込みであり、年初予想からの修正額が大きくなりました。














